
輸出多角化等特別強化支援事業費補助金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい
う。）第４条の規定に基づき、輸出多角化等特別強化支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）
の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、県産農林水産物等食品（以下「県産食品」という）の輸出先の多角化等を図る

ため、ALPS 処理水の処分に起因する中国の禁輸措置等の影響を受ける県内事業者が行う販路開拓
活動及び県内加工体制強化等に対して支援することを目的として交付する。 

 
（補助金の交付） 
第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表１の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」と

いう。）を行う同表の第２欄に掲げる者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 
２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表２に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）の額

（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法
（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、
当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の
合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に、別表１の第４欄に定める率（以下「補助率」という。）
を乗じて得た額（同表の第５欄に定める額を限度とする。）以下とする。 

３ 前項の規定により算出された金額に千円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとす
る。 

４ 補助事業の実施に当たっては、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を
踏まえ、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 
（交付申請の時期等） 
第４条 本補助金の交付申請は、令和６年２月末日までに行わなければならない。 
２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号によるも

のとする。 
 
（交付決定の時期等） 
第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から２０日以内に行うものとす

る。 
２ 本補助金の交付決定通知は、様式第２号によるものとする。 
３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、仕入
控除税額を含む額の範囲内で交付決定することができる。この場合においては、仕入控除税額が
明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とす
る。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

 
（承認を要しない変更） 
第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更等は、本補助金の増額を伴う変更及び交付目
的の達成に支障が生じるおそれのある事業計画の大幅な変更以外の変更等とする。 

２ 本補助金の変更承認は、申請を受けた日から起算して、原則として２０日が経過する日までの
間に行うものとする。 

 
（実績報告の時期等） 
第７条 規則第１７条第１項第１号又は第２号の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、
補助事業の完了又は中止若しくは廃止の日から３０日を経過する日と、交付決定を受けた年度の
翌年度の４月２０日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、様式
第３号によるものとする。 



 
（補助金の支払い） 
第８条 知事は、補助対象経費が適正に支出されていると認めた場合、交付決定額の範囲内で補助
事業者の補助対象経費の支出実績額に対応する補助金を補助事業者に支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は補助事業者から次項の規定により、補助事業にかかる経費に
ついて支出実績額の確定前の補助金の概算払（以下「概算払」という。）を請求されたときは、そ
の内容を審査し、適切と認められる場合は、原則として鳥取県の会計年度に１回に限り、交付決定
の範囲内で補助事業者が申請する額を支払うことができるものとする。 

３ 補助事業者は、概算払を受けようとするときは、本補助金に係る専門口座を設けた上で、様式第
４号の概算払請求書、様式第５号の資金収支計画書及び当該専門口座の預金通帳の写しを知事に
提出しなければならない。 

４ 知事は、第２項の規定による概算払を受けた補助事業者について、補助対象経費が適正に支出
されていると認められ、概算払額と実績額との間に過不足がある場合は、補助金の過払額の返還
の請求又は不足額の支払いを行うものとする。 

５ 概算払を受けた補助事業者は、補助事業期間中は第３項に規定する専門口座を概算払の受け入
れ、補助対象経費の支払い及び補助事業実施のための自己資金の預け入れ以外の用途に用いては
ならない。 

６ 規則第２０条第１項の申出は、様式第６号により行うものとする。 
 
（財産の処分制限） 
第９条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年
大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、知事が
別に定める期間）とする。 

２ 規則第２５条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 
(1) 取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具 
(2) その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるもの 

３ 第５条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 
 
（事業内容の公表） 
第１０条 県は規則第１８条第１項の規定により補助金額を確定した後、対象事業の概要（補 
助事業者名を含む）及び成果状況等を公表することができる。 

 
（雑 則） 
第１１条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、農林水

産部長が別に定める。 
 
  附  則 
 この要綱は、令和５年１０月２７日から施行する。 

  



別表１（第３条関係） 

１補助事業 ２事業主体 ３補助事業に 

要する経費注） 

４補助率 ５限度額 

輸出先転換対策事業 中国・香港・マカオを仕向け地として取引

を行う県内事業者 

旅費、役務費、印刷製本費、

広告宣伝費、使用料、専門

人材活用費、委託費 等 
1/2 以内 

500 千円 

県内加工体制強化事業 輸出禁止区域に加工施設を有する者で、

ALPS 処理水の処分に起因して県内加工施

設の強化等を行う県内事業者 

機器購入・改修費、調査費 

等 8,000 千円 

注）他から同様の補助金の交付を受けている事業を除く 

 

別表２（第３条関係） 

 １補助事業に要する

経費 

２補助対象経費の内容 

輸出先転換対策事

業 

旅費 海外渡航に係る交通費、宿泊費等 

①補助事業者の内部規定に関わらず、実際に要した費用とする。 

②海外へ渡航する活動における補助対象者は、自社・団体・グループの役員・

社員・構成員で必要最小限の人数とする。 

③海外バイヤー招聘活動における補助対象者は、2名分を上限とし、県内で

の活動に係る部分のみを対象とする。 

④航空運賃はエコノミークラス運賃の実費（諸経費含む）とする。 

エコノミークラスより上位のクラスに搭乗した場合は、実際に搭乗した

クラスと同じ条件（予約変更の制限等）で、エコノミークラスに搭乗した

場合の航空運賃を補助の対象とする。また、実績報告時には搭乗の証拠

として使用済みの搭乗券（搭乗案内、保安検査証でも可）（※コピー可）

を提出すること。 

⑤国内旅費は海外渡航に伴う場合に限り最低限必要な費用とする。 

⑥食事代・日当は除く。 

役務費 翻訳、通訳、マネキン、検査費用、サンプルの送料等 

印刷製本費 広報物（パンフレット、動画等）の製作費等 

広告宣伝費 広報媒体等への広告費、国内外で開催されるコンクール出展に係る登録料

（輸出が有利になるものに限る）等 

使用料 会議室等の使用料、見本市等への出展料等 

専門人材活用費 外部専門家への謝金等 

委託費 代行営業、現地でのプロモーション等の費用 

県内加工体制強化

事業 

機器購入・改修費 機器の購入経費、設置費、機器の改修に要する経費 等 

調査費 新たな加工体制を構築するための調査に要する経費（旅費、役務費（通訳

等）、委託費（調査の外部委託等））等 

１ 以下の経費は補助対象外とする。 

（１）販売に付帯する経費（例：商品(サンプルは除く)の送料、現地販売店に支払う棚代等) 

（２）国内向けの販売促進経費 

（３）県産農林水産物等以外の品を含んだ輸出促進活動経費 

（４）パソコン、カメラ、ドローン等の機器取得にかかる経費（ただし輸出先転換対策事業に限る） 

（５）補助事業終了後にも活用可能な経費（ただし輸出先転換対策事業に限る） 

（６）他の補助金の対象経費としている経費 

（７）取消料 

（８）消費税 

２ 航空券代、宿泊費、見本市等への出展料は交付決定前に契約・支払等を実施したものであっても、補助対象とする（航

空券代及び宿泊費は渡航前、見本市等への出展料は出展日前に交付決定となった場合に限る。）。 



様式第１号（第４条関係） 
 

輸出多角化等特別強化支援事業費補助金計画書及び収支予算書 
 
１ 実施主体の概要 
事業者名  代表者職・氏名  
業種  主たる商品  
所在地・住所  
電話番号  
担当者職・氏名  担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

 
２ 事業計画  

（１）対象国・地域  

（２）輸出（加工）品目  
（３）輸出（加工）実績（本補助金の補助対象とする品目のみで可） 

輸出（加工）国・地域 品目 前年実績 
 
 

 
 

千円 

 
 

 
 

千円 

 
 

 
 

千円 

※ 加工実績の記載は、数量（トン、ケース 等）を記載すること。 

（４）事業内容  
※具体的な内容を記載すること。 

 
 
 
 
 
 
 

 
３ 経費    別紙（交付申請書）のとおり 
 
４ 事業完了（予定）年月日   年  月  日 

※ 輸出先転換対策事業は、補助事業に係る経費精算が終了する日とすること。 
  県内加工体制強化事業は、加工施設の設置等が完了する日とすること。 

 
５ 他の補助金の活用 
（１）活用の有無 （ 有 ・ 無 ） 

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。 
（２）活用補助金の概要 

※活用が有る場合は、補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金 
を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載し、所管先等に報告した事業計画書 
の写しを添付すること。 

 

６ 添付書類 

※事業実施にかかる経費がわかる資料等（例：見積書等） 

  



様式第１号 別紙１（交付申請用） 

 

（注）「補助事業に要する経費」欄には、消費税及び地方消費税込みの金額を記載すること。    

 

【総括表】                                 単位：円 

区分 
補助事業に要する経

費 
消費税額 税引後経費 補助対象経費 

旅費     

役務費     

印刷製本費     

広告宣伝費     

使用料     

専門人材活用費     

委託費     

機器購入・改修費     

合計     

 

【収支】       単位：円  

区分 本年度予算額 

県補助金  

事業主体  

他の補助金  

合計  

 

【経費明細】 単位：円

日本円 現地 通貨

番号 区　分 明　細
補助事業に要する経費 為替レート

国・地域 消費税額
税引後
経費

補助対象
経費

備考
現地通貨単位 円価格

消費
税率

合計



様式第２号（第５条関係） 

第   号  

 年  月  日  

 

 

              様 

 

 

                      鳥取県知事            

 

 

輸出多角化等特別強化支援事業費補助金交付決定通知書 

 

   年 月 日付 第 号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった輸出多角化等特別強化支

援事業費補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県

規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定

したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業 

    本補助金の補助事業の内容は、・・・・・のとおりとする。 

 

２ 交付決定額等 

 本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された

場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

 

 (１)算定基準額     金          円 

 (２)交付決定額     金          円 

 

３ 経費の配分 

    本補助金は、・・・・・・・とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通

知するところによる。 

 

４ 交付額の確定 

    本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、輸出多角化等特別強化支援事業費補助金交

付要綱（令和５年１０月２７ 

日付鳥取県農林水産部長制定。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用して

算出した額と、前記２の(２)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い

額により行う。 

 

５ 補助規程の遵守 

   本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければなら

ない。 



様式第３号（第７条関係） 

 

輸出多角化等特別強化支援事業費補助金実績報告書及び収支決算書 

 

事業実施主体：            

 

１ 事業実績 ※事業実績は対象国・地域ごとに作成すること。 

（１）対象国・地域  

（２）輸出（加工）品目  

（３）輸出（加工）実績（本補助金の補助対象とする品目のみで可） 

品目 本年実績 

  

千円 

  

千円 

  

千円 

※ 加工実績の記載は、数量（トン、ケース 等）を記載すること。 

（４）事業内容  

※具体的な内容を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）今後の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経費   別紙（実績報告用）のとおり 

 

３ 事業完了年月日   年  月  日 
※ 輸出先転換対策事業は、補助事業に係る経費精算が終了する日とすること。 
  県内加工体制強化事業は、加工施設の設置等が完了する日とすること。 

 

４ 添付書類 

※補助対象経費を確認出来る書類の写し、成果物及び実施・参加したイベントの写真等。 

※他の補助金の所管先等に報告した事業報告書の写し（本補助金実績報告時に事業が完了 

している場合） 



様式第３号 別紙（実績報告用） 

 

（注）「補助事業に要する経費」欄には、消費税及び地方消費税込みの金額を記載すること。 

 

【総括表】                                 単位：円 

区分 
補助事業に要する経

費 
消費税額 税引後経費 補助対象経費 

旅費     

役務費     

印刷製本費     

広告宣伝費     

使用料     

専門人材活用費     

委託費     

機器購入・改修費     

合計     

 

【収支】                                         単位：円 

区分 本年度精算額 本年度予算額 比較増減 

県補助金    

事業主体    

他の補助金    

合計    

 

【経費明細】 単位：円

日本円 現地 通貨

番号 区　分 明　細
補助事業に要する経費 為替レート

国・地域 消費税額
税引後
経費

補助対象
経費

備考
現地通貨単位 円価格

消費
税率

合計



様式第４号（第８条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

 

                  様 

 

 

                                      事業実施主体         

 

輸出多角化等特別強化支援事業費補助金概算払請求書 

 

  年 月 日付 第 号により交付決定を受けた輸出多角化等特別強化支援事業費補助金については、

輸出多角化等特別強化支援事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定に基づき、下記のとおり請求しま

す。 

 

記 

 

交付決定額                円 

支払希望額                円 

支払希望時期 年   月   日 

概算払を希望する

理由 

 

口座情報 銀 行 名： 

支 店 名： 

種  別： 

口座番号： 

口座
ふ り

名義
が な

： 

添付書類 ・様式第５号 資金収支計画書 

・専用口座の預金通帳の写し 

・請求書等実績（見込み）額を確認できる資料の写し 

 



様式第５号（第８条関係） 

 

資金収支計画書 

 

実施項目 実施時期（ 年 月） 

  

  

  

  

  

  

  

 

１ 収入の部 

       （単位：円） 

 金   額 備考 

自 己 資 金   

借 入 金   

補助金 

概算払額  今回支払希望額と一致すること 

上記以外   

小計   

そ の 他   

合   計  補助対象経費の合計と一致すること 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

経費区分 
内   容 

（名称、単価、数量を記載） 

補助事業に 

要する経費 

補 助 対 象 

経 費 

支払予定時期 

（ 年 月） 

旅費     

役務費 
 

   

印刷製本費     

広告宣伝費     

使用料 
 

   

専門人材活用費 
 

   

委託費 
 

   

機器購入・改修費 
 

   

合計     



様式第６号（第８条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

 

                  様 

 

 

                                      事業実施主体         

 

 

輸出多角化等特別強化支援事業費補助金支払申請書 

 

  年 月 日付 第 号により交付決定を受けた輸出多角化等特別強化支援事業費補助金の支払につい

て、輸出多角化等特別強化支援事業費補助金交付要綱第８条第６項の規定に基づき、下記のとおり申し出

ます。 

 

記 

 

補助事業の名称  

交付決定額                円 

支払時期・支払額

の変更希望内容又

は支払停止希望額 

年   月   日 

支払時期・支払額

を変更または支払

停止を希望する理

由 

 

添付書類 ・様式第５号 資金収支計画書 

・専用口座の預金通帳の写し 

 


